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高年齢者の雇用・就業の現状と課題 
（Ⅰ・Ⅱの追加） 

資料１ 



６５歳以上の有職者の「産業」 

資料出所：総務省「就業構造基本調査」(平成24年) 
（注）「有業者数」は65歳以上、「構成比」は年齢計の有業者数に占めるその構成比。 2 

  
男性 女性 

有業者数 構成比 有業者数 構成比 

総数 3,977,600 10.8% 2,576,000 9.3% 

 建設業 431,200 10.4% 94,800 12.1% 

 製造業 484,800 6.4% 272,400 8.3% 

 電気・ガス・熱供給・水道業 5,500 1.9% 1,700 3.5% 

 情報通信業 27,400 2.0% 6,600 1.4% 

 運輸業、通信業 222,700 8.0% 22,000 3.3% 

 卸売業、小売業 537,500 10.9% 445,000 8.7% 

 金融業、保険業 26,700 3.5% 25,500 3.0% 

 不動産業、物品賃貸業 203,900 25.9% 140,500 26.3% 

 学術研究、専門・技術サービス業 176,600 11.8% 39,900 5.6% 

 宿泊業、飲食サービス業 131,200 9.2% 241,900 10.5% 

 生活関連サービス業、娯楽業 156,100 16.3% 191,200 13.6% 

 教育、学習支援業 106,500 8.0% 70,000 4.2% 

 医療、福祉 159,900 9.4% 222,600 4.1% 

 複合サービス事業 6,000 1.9% 2,700 1.3% 

 サービス業（他に分類されないもの） 405,400 16.5% 231,400 14.8% 

 公務（他に分類されるものを除く） 37,600 2.4% 11,800 2.0% 
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全 体 

農林漁業 

自営業・個人事業主・フリーランス 

正規の社員・職員 

非正規の社員・職員 

会社または団体の役員 

在宅就労 

その他の仕事をしている 

現在仕事をしていない 

60歳以降は仕事をしたくない 65歳くらいまで 70歳くらいまで 75歳くらいまで 76歳以上 働けるうちはいつまでも わからない 無回答 

就業形態別 ６５歳以降の就労意向と就労希望年齢 

資料出所：内閣府「平成25年度 高齢期に向けた「備え」に関する意識調査」（平成25年） 
（注）60歳以降の収入を伴う就労の以降と就労希望年齢について、35～64歳の男女に尋ねた。 3 

（％） 



就業形態別 60歳以降の就労の理由 

資料出所：内閣府「平成25年度 高齢期に向けた「備え」に関する意識調査」（平成25年） 

（注）35～64歳の男女に尋ねた。わからない・無回答は非表示。 
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生活費を
得たい 
から 

自由に
使える 
お金が
欲しいか
ら 

仕事を通
じて、友
人、仲間
を得るこ
とができ
るから 

生きがい
が得られ
るから 

不測の
事態に
備えるた
め 

健康に 
よいから 

仕事を通
じて社会
に貢献
すべきだ
と思うか
ら 

仕事が
好きだか
ら 

他にやる
ことがな
いから 

人手不
足や後
継者が
不在の
ため、辞
めたくて
も辞めら
れないか

ら 

周囲の
人が働
いている
から 

その他 

全  体 76.7  41.4  30.1  28.9  23.9  23.5  13.6  12.6  4.2  2.6  1.2  1.9  

現
在
の
就
業
状
態 

農林漁業 62.1  27.6  17.2  51.7  10.3  27.6  3.4  34.5  10.3  17.2  -    -    

自営業・個人事業主・ 
フリーランス 

73.5  31.5  26.0  36.1  19.2  19.6  13.2  20.5  2.7  9.1  0.5  3.2  

正規の社員・職員 82.3  40.6  25.5  27.3  27.0  22.8  14.3  11.6  6.3  1.2  1.9  2.3  

非正規の社員・職員 75.8  46.1  36.6  26.1  20.8  24.1  11.5  12.1  3.6  1.3  0.5  1.9  

会社または団体の役員 54.4  33.8  19.1  42.6  11.8  32.4  27.9  22.1  1.5  14.7  1.5  1.5  

在宅就労 54.5  63.6  45.5  54.5  -    18.2  9.1  27.3  -    -    -    -    

その他の仕事をしている 62.5  50.0  12.5  25.0  25.0  25.0  25.0  12.5  -    -    -    -    

現在仕事をしていない 73.3  41.6  35.8  29.4  28.8  25.0  13.7  6.4  1.7  0.6  1.5  0.9  

（％） 



就業形態別 70歳以降の就業継続意向 （％） 

資料出所：独立行政法人 労働政策研究・研修機構「６０代の雇用・生活調査」（平成26年） 

（注）現在60歳以上で働いている方に「70歳以降も働くつもりはあるか」と尋ねたもの。 
   就業形態の表現は、実際の質問項目の表現を、内容を変えない範囲でわかりやすく短縮している。 

  

計 
まだ決めて
いない。わ
からない 

もう十分に
働いたの
で、引退し
て好きなこ
とを楽しみ
たい 

年金だけ
では生活
ができない
ので、なお
働かねば
ならない 

生きがい
や健康の
ために、元
気な限り働
きたい 

すでに働く
ことが（ほ
ぼ）決まっ
ている（誘
い・雇用契
約がある） 

その他 無回答 

  計（仕事をしている65～69歳の人） 
100.0  23.4  10.4  18.9  30.8  2.6  2.8  11.0  

  雇用者 
100.0  27.6  13.8  16.3  28.7  2.4  1.9  9.2   

  会社・団体などの経営者・役員 
100.0  33.1  7.3  8.7  32.8  5.8  6.9  5.4  

  自営業 
100.0  15.3  1.5  27.2  37.9  2.5  2.9  12.7  

  近所の人や会社などに頼まれて任意で行う仕事 
100.0  16.5  36.0  10.6  12.6  4.0  0.0  20.4  

  シルバー人材センターを通じた仕事 
100.0  16.2  5.7  28.9  31.9  3.0  0.0  14.3  

  内職 
100.0 0.0  0.0  46.0  19.0 0.0  0.0  36.0 

  家族従業者 
100.0  19.0 12.0  18.0  29.0  0.0  8.0  14.0 

  不詳 
100.0  100.0  0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  

  無回答 
100.0 30.0 0.0 0.0  50.0 0.0  0.0  21.0 

5 



継続雇用者の雇用形態 

2.4  

3.1  

5.2  

79.5  

6.9  

無回答 

その他 

６５歳までの一括契約 

１年単位 

６ヶ月以上１年未満の単位 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0

資料出所：独立行政法人労働政策研究・研修機構「高年齢社員や有期契約社員の法改正後の活用状況に関する調査」（平成26年） 
（注）常用労働者50人以上を雇用している民間企業（有効回答7179社）のうち、継続雇用制度を導入している企業（有効回答6487社）に、継続雇用
者の雇用契約期間のうち最多ケースを尋ねた。 

（％） 

継続雇用者の雇用形態（雇用契約期間）は、「１年単位」としている企業が8割を占める。 
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定年到達者
総数（人） 継続雇用者数 

  定年退職者数（継
続雇用を希望しな

い者） 

定年退職者数（継続雇用
を希望したが継続雇用さ

れなかった者） 

うち子会社・関連会社
等での継続雇用者数 

60定年制で定年到
達者がいる企業 
（70,240社） 

344,500 81.4％ 
（280,424人） 

4.6％ 
（15,910人） 

18.3％ 
（63,183人） 

0.3％ 
（893人） 

基準を適用できる年齢に到達
した者の総数（人） 

継続雇用者数 
（基準に該当し引き続
き雇用された者） 

  
継続雇用終了者数 

（継続雇用の更新を希望し
ない者） 

継続雇用修了者数 
（基準に該当しない者） 

経過措置適用企業で
基準適用年齢到達者
（61歳）がいる企業 

（16,012社） 

87,190 90.4％ 
（78,820人） 

8.1％ 
（7,068人） 

1.5％ 
（1,302人） 

(1)60歳定年制企業における定年到達者の状況 

(2)経過措置利用企業における基準適用年齢（61歳）到達者の状況 

定年到達等の後に継続雇用された者の割合 

資料出所：厚生労働省「高年齢者雇用状況報告」（平成26年） 
（注）それぞれ、平成25年６月１日から平成26年５月31日までの1年間の状況。 

60歳定年到達者のうち継続雇用された人は約８割、経過措置利用企業における基準適用年齢（61歳）到
達者のうち引き続き契約更新をした人は約９割となっている。 



雇用確保措置導入により企業の賃金制度へ影響があったのか 

(1)雇用確保措置の実施にあたって企業で課題となる点（複数回答） 

39.6% 
12.3% 

8.1% 
19.1% 

38.9% 
24.5% 

1.4% 
14.3% 

11.2% 
9.0% 

2.1% 
17.9% 

4.3% 

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0% 45.0%

高年齢社員の担当する仕事を自社内に確保することが難しい 

自社の子会社・関連会社に高年齢社員の雇用の場を確保するのが難しい 

高年齢者の活用に向けた設備や作業環境の整備が進まない 

高年齢社員を活用するノウハウの蓄積がない 

管理職社員の扱いが難しい 

継続雇用後の処遇の決定が難しい 

労働組合・従業員代表等の理解がなかなか得られない 

若・壮年層社員のモラールが低下する 

人件費負担が増す 

生産性が低下する 

その他 

特に課題はない 

無回答 

74.2% 

37.9% 

16.1% 12.1% 11.3% 12.1% 
7.3% 

0.0% 
0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

継続雇用後の賃金水準の引き下げ 

継続雇用の対
象となる社員
の絞り込み 

新卒採用の
抑制・停止 

非正社員・外
部人材（請負
・派遣など）の
活用拡大 

非正社員・外
部人材（請負
・派遣など）の
活用抑制 

一定年齢以上
の社員の賃金
水準を今よりも
切り下げる 

その他 
無回答 

(2)人件費負担の増加に対する対処（複数回答） 

雇用確保措置義務化による若年者を含む賃金水準の変化を示すデータは見当たらないが、2006年の改正施
行後、課題として人件費負担の増加を挙げた企業は多くなく、また、人件費負担増加を課題とした企業も、
現役世代の賃金水準切り下げを対処策としたところは少ない。 

資料出所：独立行政法人 労働政策研究・研修機構「
高齢者継続雇用に向けた人事労務管理の現状と課
題」 労働政策研究報告書No.83（平成19年） 
 
（注）従業員規模300人以上の企業5000社（農林水 
 産、鉱業除く）を対象に調査。有効回答1105社。 
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高年齢者雇用確保措置と若年者の雇用 
○ 高年齢者雇用確保措置が義務化された平成18年前後で、若年者の就業率に大きな変化は見られない。 
○ また、大卒の求人倍率を見ると、景気の変動に大きく影響を受けることが分かる。 
  （高年齢者雇用確保措置の義務化により、若年者の雇用が大きく抑制されたとは言えない）  

資料出所:年齢階級別就業率：総務省「労働力調査」（平成26年） 3月卒大卒求人倍率：リクルートワークス研究所「ワークス大卒求人倍率調査（平成27年卒）」（平成26年） 
      3月卒大卒就職率：厚生労働省・文部科学省「大学等卒業者の就職状況調査（平成25年度）」（平成26年）（４月１日現在の調査） 
（注）求人倍率とは、求人総数÷民間企業就職希望者数。就職率とは、就職希望者に占める就職者の割合。 

66.6 65.5 64.1 63.2 62.6 63.5 64.2 64.6 64.3 
62.5 62.1 62.8 62.6 64.1 64.6 

78.0 78.0 77.4 78.1 78.8 79.2 80.0 80.2 80.3 79.7 79.6 
80.1 80.3 81.0 82.1 

51.0 50.7 50.6 50.7 51.5 52.0 52.6 
55.5 

57.2 57.0 57.1 
57.1 57.7 58.9 

60.7 

91.1 91.9 92.1 92.8 93.1 93.5 
95.3 96.3 96.9 95.7 

91.8 91.0 
93.6 93.9 94.4 

1.55 1.78 

2.36 2.30 
2.55 2.53 2.77 

3.42 

4.22 
4.26 

3.63 

2.16 1.86 1.79 
1.91 

2.57 

0.49 0.48 0.53 0.52 0.50 0.56 
0.68 0.75 0.77 0.77 

0.55 0.58 0.65 
0.73 0.70 0.73 
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就業率（20～24歳） 就業率（25～29歳） 就業率（60～64歳） 

3月卒大卒就職率 3月卒大卒求人倍率（1000人未満） 3月卒大卒求人倍率（1000人以上） 

平成20年秋 
リーマンショック 

平成18年4月 
高年齢者雇用確保措置 

義務化 

3月卒大卒 
就職率 

就業率 
（25～29歳） 

就業率 
（20～24歳） 

就業率 
（60～64歳） 

3月大卒求人倍率 
（1000人未満企業） 

3月大卒求人倍率 
（1000人以上企業） 
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10 
資料出所：総務省「就業構造基本調査」（平成14年、24年） 
（注）47都道府県における各指標について、平成14年を1.00としたときの平成24年の値をプロットした。値が1.00超の場合は増加、1.00未満は減少を意味する。 

（％） 

若年有業者・就業希望者と高年齢雇用者の関係 
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15～34歳 有業者数+就業希望者数の増減 

相関係数＝0.333 



11 
資料出所：総務省「就業構造基本調査」（平成14年、24年） 
（注）47都道府県における各指標について、平成14年を1.00としたときの平成24年の値をプロットした。値が1.00超の場合は増加、1.00未満は減少を意味する。 

若年齢雇用者と高年齢雇用者の関係 
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15～34歳雇用者数の増減 

相関係数＝0.359 



12 
資料出所：総務省「就業構造基本調査」（平成14年、24年） 
（注）47都道府県における各指標について、平成14年を1.00としたときの平成24年の値をプロットした。値が1.00超の場合は増加、1.00未満は減少を意味する。 

高年齢入職者と若年入職者の関係 
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15～34歳入職者数の増減 

相関係数＝0.026 



要介護(支援）認定率と高齢者就業率 

○ 65歳以上の高齢者の就業率が高い都道府県ほど要介護（支援）認定率は低い傾向にある。 

14.0

16.0

18.0

20.0

22.0

24.0

26.0

28.0

30.0

12.0 14.0 16.0 18.0 20.0 22.0 24.0

高
齢
者
就
業
率 

要介護（支援）認定率 

相関係数＝-0.329 

（％） 

（％） 

資料出所：総務省「就業構造基本調査」（平成24年) 厚生労働省「介護保険事業報告（年報）」（平成24年) 

●都道府県別の要介護（支援）認定率と高齢者就業率の分布 

（注）「要介護（支援）認定率」は第１号被保険者に占める認定者の割合。「高齢者就業率」は65歳以上層における有業率 
   （65歳以上人口に占める65歳以上有業者の割合）。 13 



出典：厚生労働省「平成24年労働経済の分析」より 

北海道 

岩手 

山梨  

長野  

鳥取  

福岡  

沖縄  
          y = -0.1501x + 36.317 

(-3.8808) 
R² = 0.2508 

10

15

20

25

30

35

50 60 70 80 90 100 110 120 130 140 150

65
歳
以
上
就
業
率
（２
０
０
０
年
） 

（万円） 

（注） １）75 歳以上の高齢者を対象とする後期高齢者医療費について、10 年前の高齢者の就業状況との関係をみるため、2000 年の都道府県別65 歳以上就業率と2010 年の  
      都道府県別1 人当たり後期高齢者医療費をプロットしたもの。 
    ２）回帰式の下の（ ）内はt 値。 

○高齢者の就業率が高い都道府県ほど医療費が低くなる傾向にある。 

資料出所：厚生労働省「後期高齢者医療事業状況報告」、総務省統計局「国勢調査」 
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都道府県別の65歳以上就業率（2000年）と１人当たり後期高齢者医療費（2010年度）の関係 

（％） 

後期高齢者医療費（２０１０年度） 
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（３）「50歳頃当時の日常生活上の支障の有無」と要介護者率の関係 

（１）「3年前の健康度」と要介護者率の関係 （２）「3年前の外来受診回数」と要介護者率の関係 

資料出所：（社）全国シルバー人材センター事業協会「シルバー人材センター 
      会員等の健康維持・増進に関する調査研究報告書」（平成18年3月） 

（注） 
・要介護者率は、調査対象者のうち「入浴」「衣服の着脱」「食事」「起立」「移  
 動」「排泄」の6項目の中で１項目以上「少し難しい」「かなり難しい」「非常 
 に難しい」「まったくできない」のいずれかを回答した者の割合。 
・質問項目及び選択肢の表現について、調査票や資料出所の記載から意味が変わら 
 ない範囲で分かりやすく改めているものがある。 
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３年前の健康度の自己評価 

50歳頃当時の日常生活上の支障の有無 

「3年前の健康度」「3年前の外来受診回数」「50歳頃当時の日常生活上の支障の有無」からみて健康であった高齢者
は要介護者率が低いが、シルバー人材センター会員は一般高齢者に比べて全般的に要介護者率の水準が低い。 
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シルバー人材センター会員等の健康 
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